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　社会保障・税一体改革素案の与野党協議が今のところ進展せず、「素案」を「大綱」にして閣議決定し、3月末までに法案化作業に入ることになった。もちろん、与野党協議が始まれば、それに応じて法案化作業にも反映されるのだが、今のところそのようになる見込みはなく、民主党と国民新党の与党側の法案提出ということになる。政治の現場では、選挙制度の改革が議論され始め、定数削減と一票の格差の是正と絡んで今後の大きな争点の一つに浮上している。公務員の賃金切り下げの方も、民主・自民・公明三党での協議が進められ、人事院勧告も含めて平均7,8%の引き下げで合意したようだ。連合の方も、公務員の労働基本権の方が進展する見込みがない中で、厳しい対応が迫られている。今後の展開から目を離せなくなっている。問題の焦点は、解散・総選挙にむけての与野党の戦略・戦術が読み切れなくなっていることがある。
□大阪維新の会は台風の目になるのか
今後の政局の焦点に浮上してきたのが，橋下大阪市長率いる大阪維新の会の動きであろう。これまでは、大阪都構想を引っ提げて大阪府知事から大阪市長へと転身し、最近では幕末の坂本竜馬の「船中八策」ならぬ、大阪維新の会の「船中八策」を提起し、維新の会が公募した政治家志望者から300人をめどに、政治塾を作って衆議院選挙に立候補させようとしている。報道によれば、現段階では3,000名を超す応募があったという。中には、現職の民主党所属の衆議院議員も応募したという、何とも評価のしようがない事実さえ出てきている。自分たちの「船中八策」に賛同しない政治家に対して、小泉総理ばりに刺客を立てていこうとする計画なのかもしれない。現職の国会議員にとって戦々恐々とするものが出始めないとも限らないわけで、このお庭番日誌でも彼らの「船中八策」なるものの問題点をきちんと見ておく必要がありそうである。どうやら、背後のブレーンとして堺屋太一氏をはじめ、高橋洋一、古賀茂明氏らの影がちらちらし始めており、みんなの会の考え方にも近いものがありそうだ。今後、石原慎太郎都知事や亀井静香国民新党代表などとの連携など、どのように政局が展開していくのか不明確ではあるが、一つの潮流として見逃すことはできない。
□大阪維新の会と関西公明党の総選挙協力の背景は何か
その観点から見るとき、公明党・創価学会の動きが気になる。というのも、一般には市販されていない「メディアウオッチ100」というインターネットを使った情報誌(週3回刊)のなかで、今西光男元朝日新聞記者が書かれた「ニュースチェック」欄(第147号2月17日)の「創価学会と矢野絢也氏が和解」という記事に注目したい。それによると、和解が成立したのは2月10日のようで、もともと池田大作名誉会長の意向で始まったとされる訴訟であったが、「池田氏が1年以上公の席に姿を現していないという事情もあったようだ」と記載されている。その意味するところはなかなか読み切れないのだが、他方で、公明党の関西(大阪、兵庫)の6つの衆議院小選挙区で、大阪維新の会の応援をもらうことが決まったとの報道がある。両者の関係がどのように結びつくのかわからないことが多いのであるが、政策ではなく政局を見たとき、今後の創価学会と公明党の動きがどのようになるのか、注目していく必要がありそうである。
□大阪維新の会の「船中八策」とは
　さて、維新の会の「船中八策」なるものも、どこまでしっかりとしたものなのか、いまだに不明確なのであるが、今までマスコミなどに出ているものはおおよそ次のようなものになっている。
　　1,統治機構改革
　　　・地域の事情に合った大都市制度の創設・地方分権の推進・地方交付税廃止
　　2,行財政改革
　　　・基礎的財政収支の黒字化・国会議員の定数・歳費の削減・人件費3割カット
　　3,公務員制度改革
　　　・教育基本条例の法制化
　　4,教育改革
　　　・教育委員会の設置を選択制に・学習塾バウチャー制度の導入
　　5,社会保障制度
　　　・年金掛け捨て制と積立性の併用に・高齢者と現役世代の格差是正
　　　・政府が国民に現金を給付するベーシックインカム制度の設計
　　6,経済・税制
　　　・自由貿易圏の拡大・法人税と所得税率を引き下げ、資産課税と消費税を増税
　　7,外交・防衛
　　　・日米同盟を基軸に、豪州も含めた三国同盟を強化・日本全体で沖縄の基地負担の軽減を図る・領土を自力で守る防衛力のあり方を検討
　　8,憲法
　　　・首相公選制の導入・参議院を廃止。代わりに首長が議員を兼務できる、国と地方の協議の場の議院を設ける
　　　・以上を実現するため、憲法改正に必要な衆参の賛同を3分の2から2分の1に
この8項目を見ると、玉石混交と言わざるを得ないし、なによりもその内容ついてまだまだ詳細がよくわからず、評価のしようがない点もある。また、原発問題などエネルギー問題や地球温暖化といった環境問題が記載されておらず、これだけでは国民がどのような生活ができるのか、という全体像がはっきりしないこともあるのだが、それでも気になる問題点について触れておくべきだと思う。
□年金改革と世代間格差について
まず、社会保障の問題であるが、年金について掛け捨て制と積み立て制の併用としている点であるが、公的年金として掛け捨て制という意味が何なのかよくわからない。掛け捨てといえば、今の年金についても掛けていながら早く亡くなってもらえないという点でいえば、掛け捨てになる。長く生きていくリスクをみんなでカバーしていくことが重要であり、年金に関して言えば、かつては高齢になって働けなくなるとき、家庭内で仕送りをしたりしていたのを社会化していったものであり、積み立て制というのも事実上ありえない選択でしかない。もちろん、民間の私的年金の世界では積み立て制が原則であるが、公的年金では困難である。というのも、賦課方式から積み立て方式への移行の際の2重の負担問題もあるし、積み立てが実際に実施されれば積み立てる必要額はGDPの何倍もの金額が必要になり、それだけの積立額を運用することは困難である。
その点は、世代間の格差是正という点とも関係してくるのだが、特に年金の世代間の格差問題は、経済条件が異なる世代間では、どうやっても格差が出てくることは避けられない。問題は、格差が出ても、若い世代が今の生活水準を維持・向上していけるかどうか、ということが問われるべきなのであり、一人あたりの成長率がある程度確保されれば、高齢者の生活を支えながら、いまの生活水準の向上と両立することは可能である。
□ベーシックインカムと税制改革
さらに、ベーシックインカムという問題提起については、どのように実現していくのか、国民の労働へのモチベーションをどのように図っていけるのか、アイディアの段階でしかない。今後、慎重に検討していく必要があるが、たぶんにユートピア的なものとみておくべきではなかろうか。
次に税制である。法人税と所得税を引き下げ、資産課税と消費税を増税していくという考え方は、かつての直間比率の是正ということで1980年代以降日本で採用されてきた政策の延長である。そのことによって、格差が拡大してきたことは間違いないわけで、今の時代にはむしろ消費税を引き上げるとともに、累進性を持った所得税や相続税などを引き上げる必要がある。相続税は資産課税なので、その強化には賛成であるが、所得税についてはまだまだ所得再分配機能の強化に努めていく必要があろう。法人税については、国際的な引き下げ競争を避けるべく、先進各国で強調していくべき課題であろう。
□参議院の廃止という問題提起について
いずれにせよ、まだまだ項目だけの提起でしかなく、十分精査されていないものであり、今後より精緻なものとして提起されてきた段階でまた論評してみたいと思う。とくに、今の日本の政治にとって最大の問題は二院制が、統治機構の最大の問題になっており、参議院のあり方について問題提起していることは、十分に議論していくべき課題であろう。橋下市長の問題提起には、このような重要な問題が存在しており、今後の政治の場でぜひとも解決してほしいと思うのは小生だけではあるまい。
